
令和３事業年度財務諸表等の公表について 

 

 本学の令和３事業年度財務諸表につきましては、令和４年６月 22 日付けで文部科

学大臣より承認されましたので、国立大学法人法第 35 条及び準用独立行政法人通則

法第 38 条第３項に基づき関係書類とともに公表します。 

本学は、技学を先導する教育研究の世界拠点として、イノベーション創出を担う

実践的・創造的能力と持続可能な社会の実現に貢献する志を備えた指導的技術者を

養成する、地域社会及びグローバル社会に不可欠な大学を目指しています。 

令和３年度も新型コロナウイルス感染症により大学の様々な活動が影響を受けま

した。そのような状況下でも学生の学びを止めないために、感染防止対策を徹底し

た上で、対面授業を基本としつつ、オンラインを併用したハイブリッド型の授業を

学生からの声を取り入れ改善を進めながら実施しました。また、経済的に困難な状

況にある学生に対する奨学金の給付や学内食堂の利用補助なども皆さまからのご支

援により実施することができました。ご支援いただいた多くの皆さまに心より御礼

申し上げます。 

本学は、SDGs（持続的な開発目標）に早くから取り組んでおり、平成 30 年 10 月

には SDG9「産業と技術革新の基盤をつくろう」の世界ハブ大学として国連より任命

され、SDGs 達成に向けた活動を推進して参りました。その後の活動が評価され、令

和３年６月からの３年間についても SDG9 のハブ大学として国連より任命されまし

た。２期連続で任命された名誉と責任に基づき、引き続き、SDGs 達成に向けた取組

を大学を挙げて推進して参ります。 

また、本学が平成 30 年度に文部科学省から採択されました、卓越大学院プログラ

ムの中間評価において、最高評価である「S 評価」を受けました。これは、国際的実

践教育「コンソーシアム」の構築、企業と連携した「オープンイノベーションキャン

パス」や「アイデア開発道場」等の実践的な教育手法を推進するとともに、SDG9 の

ハブ大学として、世界水準の SDGs コンソーシアムの構築を目指している点、ユネス

コによる教育認証など国際的な質保証への取組などが評価されたことによるもので

す。今後は、持続可能な社会構築に向けた環境、バイオ、防災･減災等の教育研究分

野もものづくりプログラムに取り込み、事業の更なる充実を図って参ります。 

関係各位におかれましては、本学の様々な教育研究活動に対して、ご寄附や受託・

共同研究等により、多大なご支援をいただき、深く感謝申し上げます。今後とも、本

学の教育研究活動の更なる充実と発展を図る所存ですので、ご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。 

令和４年７月 

                                     国立大学法人 

長岡技術科学大学長 

                              鎌 土 重 晴 



財務諸表等の構成

　国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を行い、
国民に対してその財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することとされています。

説明する附属明細書、決算報告書、事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

（単位：千円） （単位：千円）

※（）内の金額は内数

※上記は、令和３事業年度の財務諸表を表しています。なお、この資料上の計数は、端数を切り捨てていますので、合計が合わない箇所があります。
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令和３事業年度決算について
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財務諸表は、①貸借対照表、②損益計算書、③キャッシュフロー計算書、④利益の処分又は損失の
処理に関する書類、⑤国立大学法人等業務実施コスト計算書から構成されており、また、これらを補足

財務諸表　

臨時損失
5,537

<経常費用>
8,305,426

決算報告書等

キャッシュ・フロー計算 貸借対照表 損益計算書
国立大学法人等

業務実施コスト計算書
利益の処分又は損失の処

分に関する書類（案）
決算報告書

（会計期間における活動区分別資金の流れ） （期末における財政状態） （会計期間における運営状態） （納税者である国民の負担となるコスト） （未処分利益の処分又は総損失の処理内容） （国の会計基準予算・決算に準拠）
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事業報告書
（大学の事業を、財務的

な面から説明）

その他の内訳は下記のとおり

・損益外減価償却等相当額

・損益外減損損失等相当額

・損益外利息費用相当額

・損益外除売却差額相当額

・引当外賞与増加見積額

・引当外退職給付増加見積額



（単位：千円）

　教職員の退職による退職手当支給額の増加等により、全体で84,478千円増加しました。
なお、当年度の常勤教職員数は前年度比で６名増加しました。

当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３０，０５９　（＋１４２，８７６）

　図書の資産計上ルール見直しに伴う電子ジャーナルの除却等により図書費が増加し、全体で
588,708千円増加しました。

　実験実習棟改修工事に伴う費用の増加、また、前年度から引き続きコロナ禍における学生への経済的
支援を実施したこと及び行動制限が緩和されつつあることから旅費が増加したことで、全体で206,368千
円増加しました。

　受託研究費の受入額増加（126,412千円）等により、全体で110,849千円増加しました。

９２５，０７７　　（＋１６１，５８４）受託研究等収益

　令和３年度に償還された余裕資金を原資として社債を購入したことにより、408,433千円増加しまし
た。

　負債　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，０６０，２３３　（＋１８２，２１４）
施設費収益 ２３７，９７６　　（＋２１２，８１１）

現金及び預金 ２，３４４，１８７　　（＋３４７，８４４）

　運営費交付金財源（基盤的設備等整備分）に係る未払金の増加、複数年契約の受託・共同研究
経費などの繰越額増加等により347,844千円増加しました。

投資有価証券

１，０１１，５７９　　（＋５８８，７０８）

人件費 ３，７３７，６３２　　（＋８４，４７８）

５０８，４３３　　（＋４０８，４３３）
受託研究費 ４９４，２６４　　（＋１１０，８４９）

　図書の資産計上ルール見直しに伴う電子ジャーナルの除却（△769,045千円）等により、全体で
758,567千円減少しました。

工具器具備品 ２，２６３，３６９　　（＋５６６，３３２）

　先端研究設備整備費補助金を財源とした備品の取得（399,261千円）、運営費交付金を財源とし
た備品の取得（312,812千円）、国立大学改革強化推進補助金（経営改革促進事業）を財源とした
備品の取得（57,309千円）等により1,301,964千円増加し、減価償却（△730,444千円）等と併せ
て、全体で566,332千円増加しました。

費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，３１０，９６４（＋１，２１７，９２０）

教育経費 １，２７３，８７０　　（＋２０６，３６８）

教育研究支援経費

貸借対照表の概要 損益計算書の概要

（単位：千円）

　
　令和３年度の資産は、図書の資産計上ルール見直しに伴う電子ジャーナルの除却や減価償却等による
減少要因に対して、施設整備費補助金による実験実習棟改修工事、先端研究設備整備費補助金や国立
大学改革強化推進補助金（経営改革促進事業）などの補助金による備品の取得等による増加要因によ
り、前年度と比較して134,537千円の増加となりました。
　なお、下記の増減事由には、主なものを記載しています。

※（）内は前事業年度末との差額

資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９，１６３，７８０　（＋１３４，５３７）

建物 ７，１００，５４３　　（△３７４，３７３） ※（）内は前事業年度末との差額

　令和３年度の費用は、実験実習棟の改修工事を行ったことや関連する物品の購入が増加したこと、前年度
から引き続き学生への経済的支援を行ったことにより教育経費が206,368千円の増加となったこと、図書の資
産計上ルール見直しにより電子ジャーナルを除却したことに伴い教育研究支援経費が588,708千円の増加と
なったこと等の増加要因により、費用全体としては、前年度と比較して1,217,920千円の増加となりました。
　令和３年度の収益は、特殊要因運営費交付金（退職手当）の追加交付等による運営費交付金収益の増
加、施設費財源による学内施設・設備の改修・修繕に伴う修繕費等の増加により、施設費収益が増加したこ
と、また、資産除却額や減価償却費の増加により資産見返勘定戻入額が増加したこと等の増加要因により、収
益全体としては、前年度と比較して1,367,800千円の増加となりました。
　当期総利益は、学内既定事業の補助金や間接経費への執行切替、経費の見直しを図ったことによる経費削
減等による目的積立金相当額の増加（233,316千円）と、第三期中期目標期間における定員超過等による国
庫納付分等の運営費交付金未使用額の収益化に伴う積立金の増加（196,743千円）により、全体で142,876
千円の増加となりました。

図書 ９８６，６８２　　（△７５８，５６７）

　施設整備費補助金を財源とした実験実習棟改修工事（123,380千円）等により195,918千円増加
しましたが、減価償却（△570,291千円）等により、全体で374,373千円減少しました。

　　純資産　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１３，１０３，５４６　（△４７，６７７）

　資産見返負債の減少（△99,360千円）、リース債務の減少に伴う長期未払金の減少（△99,025千
円）及び第三期中期目標期間最終年度に伴う運営費交付金債務の精算による減少（△70,855千
円）がありましたが、運営費交付金、施設費財源等による未払金の増加（297,354千円）、外部資金
などの繰越額増加（136,184千円）等により、182,214千円増加しました。

　令和２年度の目的積立金が承認されたことや当期未処分利益が計上されたことによる増加がありま
したが、固定資産の減価償却に伴う損益外減価償却累計額の増加により、47,677千円減少しまし
た。
●政府出資金等（当期未処分利益を除く）…12,673,486千円
●当期未処分利益…430,059千円

運営費交付金収益 ３，７６１，５５３　　（＋１２１，４３０）

　受託研究経費の受入額の増加（126,412千円）等により、全体で161,584千円増加しました。

収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，５９４，５９６　（＋１，３６７，８００）

　施設整備費補助金による実験実習棟改修工事やライフライン再生工事に伴う修繕費等の増加によ
り、全体で212,811千円増加しました。

　機能強化経費の収益化額の減少（△5,167千円）、運営費交付金による資産取得の増加等がありまし
たが、成果指標による再配分額の増加、特殊要因運営費交付金収益化額（退職手当）の増加
（102,530千円）等により、全体で121,430千円増加しました。

　補助金や受託・共同研究の間接経費による学内既定事業の執行切替、経費の見直しを図り経費節減
等に努めたことにより、当期総利益は430,059千円となり、このうち、233,316千円が目的積立金相当額
となる予定です。
　目的積立金は、経営努力に対するインセンティブ付与として、文部科学大臣から承認されるものです。
本学では、教育研究支援体制の強化、開学から45年が経過し、老朽化が進む施設設備の維持管理、
計画的な更新の財源として目的積立金を活用する予定です。こうした教育研究環境整備のために必要
な財源を確保する必要があり、目的積立金を捻出しました。
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